
消費税法等の改正

はじめに

　令和 6年度税制改正においては、プラットフォ
ーム課税制度が創設されるとともに、国外事業者
に係る事業者免税点制度の特例の適用の見直し、
金地金等の仕入れ等を行った場合の納税義務の免
除の特例の導入、新たな公益信託制度の創設に伴
う見直しが行われたほか、所要の改正が行われて
います。
　本稿の改正内容を含む「所得税法等の一部を改
正する法律」（令和 6 年法律第 8 号。以下「改正
法」といいます。）は、去る令和 6 年 3 月28日に
参議院本会議で可決・成立し、同月30日に公布さ
れています。また、関係政省令等もそれぞれ次の
とおり公布されています。
・　消費税法施行令等の一部を改正する政令（令
和 6 年政令第145号。以下「改正消令」といい
ます。）
・　租税特別措置法施行令の一部を改正する政令
（令和 6年政令第151号）
・　消費税法施行規則の一部を改正する省令（令
和 6年財務省令第19号）

・　租税特別措置法施行規則の一部を改正する省
令（令和 6年財務省令第24号）
・　消費税法施行令第14条の 2第 1項、第 2項及
び第 3項の規定に基づき財務大臣が指定する資
産の譲渡等を定める件の一部を改正する件（令
和 6年財務省告示第93号）
・　消費税法施行令第49条第 1項第 1号に規定す
る国税庁長官が指定する者を定める件の一部を
改正する件（令和 6年国税庁告示第10号）
・　消費税法施行令第14条の 3第 8号の規定に基
づき内閣総理大臣及び厚生労働大臣が指定する
資産の譲渡等の一部を改正する件（令和 6年内
閣府・厚生労働省告示第 1号）
・　消費税法施行令第14条の 3第 1号の規定に基
づき内閣総理大臣が指定する保育所を経営する
事業に類する事業として行われる資産の譲渡等
の一部を改正する件（令和 6年内閣府告示第27
号）
・　消費税法施行令第14条の 4の規定に基づき内
閣総理大臣及び厚生労働大臣が指定する身体障
害者用物品及びその修理の一部を改正する件
（令和 6年内閣府・厚生労働省告示第 2号）
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一　プラットフォーム課税制度の創設

1 　改正前の制度の概要及び改正の背景

　平成27年度税制改正において行われた国境を越
えた役務の提供に係る課税の見直しでは、電子書
籍・音楽・広告の配信などインターネットを通じ
て海外から提供されるデジタルサービスについて
国内外の事業者間での競争条件の歪みを是正する
等の観点から、仕向地主義を採用し、これらの取
引に係る内外判定については、その役務の提供を
受けた者の住所等により行うこととされました
（平成27年10月 1 日施行）。具体的には、電気通信
利用役務の提供（消法 2①八の三）について、当
該電気通信利用役務の提供を受ける者の所在地
（住所若しくは居所又は本店若しくは主たる事務
所の所在地）により内外判定を行うこととされた
ため（消法 4 ③三）、国外事業者が国内向けに行
う電気通信利用役務の提供については、消費税の
課税の対象とされています。
（注）　「電気通信利用役務の提供」とは、資産の譲渡

等のうち、電気通信回線を介して行われる著作

権法上の著作物の提供（当該著作物の利用の許

諾に係る取引を含みます。）その他の電気通信回

線を介して行われる役務の提供（電話、電信そ

の他の通信設備を用いて他人の通信を媒介する

役務の提供を除きます。）であって、他の資産の

譲渡等の結果の通知その他の他の資産の譲渡等

に付随して行われる役務の提供以外のものをい

います（消法 2①八の三）。

　また、日本国内に何らの拠点も持たない国外事
業者が国内向けに行う電気通信利用役務の提供を
新たに課税の対象とするに当たり、国外事業者に
対する税務執行には一定の限界があることから、
この電気通信利用役務の提供について「事業者向
け電気通信利用役務の提供」と「消費者向け電気
通信利用役務の提供」（注 1）とに分けた上で、
①「事業者向け電気通信利用役務の提供」につい
ては、納税義務を売手から買手に転換し、当該役

務の提供を受ける事業者に納税義務を課す、いわ
ゆるリバースチャージ方式が導入され、②「消費
者向け電気通信利用役務の提供」については、そ
の役務提供を受けた国内事業者において、国税庁
長官の登録を受けた国外事業者から提供されるも
ののみを仕入税額控除の対象とする、登録国外事
業者制度（注 2）が併せて導入されました。この
ように、執行管轄の及ばない国外事業者に対する
課税の適正化を図る措置が導入されているものの、
国境を越えて行われる「消費者向け電気通信利用
役務の提供」に係る部分については、引き続き、
国外事業者に納税義務が生じる仕組みとなってお
り、基準期間における課税売上高が1,000万円超
である場合など課税事業者に該当する場合には、
日本国内に何らの拠点も持たない国外事業者であ
っても、税務署長に対して申告納税することとさ
れています。
（注 1）　事業者向け電気通信利用役務の提供は、「国

外事業者が行う電気通信利用役務の提供のう

ち、当該電気通信利用役務の提供に係る役務

の性質又は当該役務の提供に係る取引条件等

から当該役務の提供を受ける者が通常事業者

に限られるもの（消法 2 ①八の四）」をいい、

本稿においては、電気通信利用役務の提供の

うち、「事業者向け電気通信利用役務の提供」

以外のものを「消費者向け電気通信利用役務

の提供」と表現しています。このため、「消費

者向け電気通信利用役務の提供」については、

消費者が受ける役務提供に限られるものでは

なく、事業者が利用する様々なサービスも含

まれ得ることに留意が必要です。
（注 2）　平成27年度税制改正当時は適格請求書等保

存方式（インボイス制度）が導入されていな

かったため、売手が課税事業者であることを

明らかにする仕組みとして登録国外事業者制

度を設けることとされましたが、この登録国

外事業者制度については、令和 5 年10月に開
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始した適格請求書等保存方式における適格請

求書発行事業者登録制度に吸収されています。

　近年、我が国のデジタルサービス市場は拡大を
続けており、多くの国外事業者が国内市場へ参入
しています。特に、インターネット上で様々なデ
ジタルサービスの仲介を行う大規模なプラットフ
ォームの存在を背景に、オンラインゲームを中心
とした消費者向けモバイルアプリ等について著し
い市場の拡大が見られます。また、これらのプラ
ットフォームにおいては、プラットフォームを提
供する事業者が自ら取引条件を設定し、多数のサ
ービス提供者（サプライヤー）や利用者を集めて
事業を行い、プラットフォーム事業者が用意した
決済サービスを利用させることで、金銭の流れも
管理下に置いており、こうしたプラットフォーム
に取引やその内容に関する情報が集中している実
態にあります。
　このようなプラットフォームを介して行われる
デジタルサービスには様々な取引類型があります
が、例えば、電子書籍や音楽・動画などの配信に
ついては、プラットフォーム事業者がコンテンツ
を仕入れ、自ら消費者に提供する方式（バイセル
方式）が一般的であり、この場合の消費税の納税
義務者はプラットフォーム事業者自身となります。
他方で、モバイルアプリ等の提供については、通
常、プラットフォーム事業者は取引の仲介を行う
のみであり、実際の取引は個々のサプライヤーが
消費者に対してコンテンツを提供する方式（セー
ルスエージェント方式）であるため、消費税の納
税義務者はプラットフォームの背後にいる個々の
サプライヤーとなっています。こうしたサプライ
ヤーには日本国内に拠点を持たない国外事業者も
数多く含まれており、税務当局におけるサプライ
ヤーに係る情報の入手手段が限られているため、
その特定は容易ではありません。また、サプライ
ヤーを特定できたとしても、サプライヤーが国外
事業者である場合には、その調査にも困難が伴う
など、納税義務者の捕捉や調査・徴収には自ずと
限界があり、適正な課税の確保に課題がありました。
　前述のとおり、プラットフォーム事業者が取引

の仲介を行う方式（セールスエージェント方式）
においては、プラットフォーム事業者は、契約関
係からすれば取引主体とはならないものの、実質
的に金銭の流れも含めて取引を管理しうる立場に
あることも踏まえれば、とりわけ国外事業者がサ
プライヤーとなる取引については、適正な課税の
確保の観点からプラットフォーム事業者に申告納
税を担ってもらうことが適当と考えられます。
　また、このような取引について、プラットフォ
ーム事業者にその申告納税を行わせる仕組みは、
諸外国においても、欧州のみならず、アジア、北
米など多くの国で既に導入されています。
　こうしたことを背景として、令和 5年度の与党
税制改正大綱では、プラットフォーム課税制度に
ついて、「国境を越えた役務の提供に係る消費課
税のあり方については、諸外国での制度面の対応
や執行上の課題、プラットフォーム運営事業者の
役割等を踏まえ、国内外の競争条件の公平性も考
慮しつつ、適正な課税を確保するための方策を検
討する」こととされており、また、経済産業省か
らも、プラットフォーム課税制度の創設を念頭に、
国内外の事業者間の競争条件の公平性と中立性の
観点から国外事業者の適切な課税を確保するため
の方策の導入について要望がなされていました。
こうしたことを踏まえて、令和 6年度税制改正に
おいてプラットフォーム課税制度を創設すること
とされました。

2 　改正の内容

⑴　プラットフォーム課税の仕組み
　プラットフォーム課税は、プラットフォーム
を通じて国外事業者が消費者等に対して行うデ
ジタルサービスの提供について、それを仲介す
るプラットフォーム事業者が行ったものとみな
すことで、納税主体を転換する仕組みです。
　具体的には、国外事業者が国内において行う
消費者向け電気通信利用役務の提供がデジタル
プラットフォームを介して行われるものであっ
て、その対価について国税庁長官の指定を受け
たプラットフォーム事業者（以下「特定プラッ
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トフォーム事業者」といいます。）を介して収
受するものである場合には、当該特定プラット
フォーム事業者が当該消費者向け電気通信利用
役務の提供を行ったものとみなすこととされま
した（消法15の 2 ①）。これにより、国外事業
者が行った消費者向け電気通信利用役務の提供
については、契約上の取引主体である国外事業
者ではなく、特定プラットフォーム事業者自身
が行ったものとして、消費税法の規定が適用さ
れることとなります。なお、プラットフォーム
課税は納税主体を国外事業者から特定プラット
フォーム事業者へ転換する仕組みであるため、
特定プラットフォーム事業者は、国外事業者が
課税事業者か否かを把握する必要はありません。
（注）　「デジタルプラットフォーム」とは、不特定

かつ多数の者が利用することを予定して電子

計算機を用いた情報処理により構築された場

であって、当該場を介して当該場を提供する

者以外の者が電気通信利用役務の提供を行う

ために、当該電気通信利用役務の提供に係る

情報を表示することを常態として不特定かつ

多数の者に電気通信回線を介して提供される

ものとされています（消法15の 2 ①）。

　本制度は、実質的に取引を決済まで含めて管
理しているプラットフォーム事業者の果たす役
割に着目した仕組みであるため、国外事業者が
プラットフォーム事業者を通じてその対価を収
受していることが要件とされています。このた
め、プラットフォームを介してデジタルサービ
スを提供しているものの、そのプラットフォー
ム事業者が決済自体に何ら関与していないよう
な場合には、プラットフォーム課税の対象とは
なりません。なお、デジタルプラットフォーム
を介して行われる消費者向け電気通信利用役務
の提供が前払式支払手段（オンラインゲームに
おけるコイン等）と引換えに行われるものであ
ったとしても、その前払式支払手段の発行時に
支払われる金額について特定プラットフォーム
事業者を介して国外事業者が収受する場合には、
その取引は特定プラットフォーム事業者を介し

て行われる電気通信利用役務の提供に該当する
こととなります。

⑵　特定プラットフォーム事業者の指定制度
　プラットフォーム課税の対象となる取引につ
いては、納税主体が転換されることにより、プ
ラットフォーム事業者が消費者等から受領した
対価について、プラットフォーム事業者への手
数料に加えて消費税相当額も差し引いて国外事
業者へ支払うこととなるため、国外事業者とプ
ラットフォーム事業者との間でやりとりされる
対価の額にも影響が生じます。このため、安定
的な制度運用のためには、新たに納税義務が生
じることとなるプラットフォーム事業者のみな
らず、自らの納税義務がなくなる国外事業者に
おいても対象取引であるとの認識が共有される
ことが必要となります。
　また、プラットフォーム事業者が国外事業者
に代わって納税義務を負うこととなる制度であ
ることに鑑みれば、プラットフォーム事業者は、
納税義務の適切な履行が期待できる税務コンプ
ライアンスや事務処理能力を持つ一定の者に限
定する必要がある一方で、プラットフォーム課
税の対象を限定することは、プラットフォーム
事業者間の公平性の観点から問題が生じ得るた
め、現状行われている取引の大宗をプラットフ
ォーム課税の対象に取り込む必要があります。
これらを踏まえ、一定規模以上のプラットフォ
ーム事業者を国税庁長官が予め指定し、それを
公表する制度を設けることとされました。
　具体的には、国税庁長官は、プラットフォー
ム事業者のその課税期間において、国外事業者
がその提供するデジタルプラットフォームを介
して国内において行う消費者向け電気通信利用
役務の提供に係る対価の額のうち、当該プラッ
トフォーム事業者を介して収受するものの合計
額が50億円（税込み）（注 1）を超える場合には、
当該プラットフォーム事業者を特定プラットフ
ォーム事業者として指定することとされました
（消法15の 2 ②前段）。
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（注 1）　この金額基準の判定においては、プラッ

トフォーム事業者が他の事業者に提供する

デジタルプラットフォームを用いて自ら提

供する消費者向け電気通信利用役務の提供

は含まれません。
（注 2）　プラットフォーム課税の対象は国外事業

者が行うものに限られるため、特定プラッ

トフォーム事業者は消費者向け電気通信利

用役務の提供を行う事業者が国外事業者か

否かを判断する必要がありますが、実務に

おいては、利用契約等においてその事業者

が申し出た本店所在地等に基づいて客観的・

合理的に判定することとなります。

　この指定にあたり、国税庁長官は上記の要件
を満たすプラットフォーム事業者を適時に把握
する必要があることから、要件に該当して指定
を受けるべき者は、その課税期間に係る確定申
告書の提出期限までに、一定の事項を記載した
届出書をその納税地を所轄する税務署長を経由
して国税庁長官に提出しなければならないこと
とされています（消法15の 2 ③、消規11の ５
①）。なお、この届出がない場合であっても、
国税庁長官が要件に該当していると認める場合
には、特定プラットフォーム事業者として指定
することとされています。
　また、国税庁長官は、特定プラットフォーム
事業者を指定したときは、当該特定プラットフ
ォーム事業者に対してその旨を通知するととも
に、インターネットを利用して次の事項を速や
かに公表しなければならないこととされていま
す（消法15の 2 ④、消令29④⑤）。
・　特定プラットフォーム事業者に係るデジタ
ルプラットフォームの名称
・　特定プラットフォーム事業者の氏名又は名称
・　指定の効力が生ずる年月日
　指定が行われた場合には、特定プラットフォ
ーム事業者においてプラットフォーム課税の対
象取引について把握し、サプライヤーである国
外事業者へ通知する（下記⑸参照）等の一定の
準備期間が必要となるため、上記届出書の提出

期限（提出期限までに届出書の提出がなく指定
が行われた場合には、指定の通知を発した日）
から 6月を経過する日の属する月の翌月の初日
に、その指定の効力が生ずることとされていま
す（消法15の 2 ②後段）。
（注）　特定プラットフォーム事業者の指定制度に

係る経過措置

　後述「 ３　適用関係」のとおり、プラット

フォーム課税は令和 7 年 4 月 1 日より開始す

ることとされていますが、事前に指定等を行

った上で同日より制度を開始するために、指

定制度に係る経過措置が設けられており、施

行日（令和 6 年 4 月 1 日）の属する課税期間

（令和 ６年 8 月 1 日以後終了する課税期間であ

る場合には、その課税期間の前課税期間）に

ついて、まずは金額基準の判定を行うことと

されています。具体的には、その課税期間に

おいて国外事業者が国内において行う消費者

向け電気通信利用役務の提供に係る対価の額

のうちプラットフォーム事業者を介して収受

するものの合計額が50億円（税込み）を超え

る場合には、令和 6 年 9 月30日までに上記届

出書をその納税地を所轄する税務署長を経由

して国税庁長官に提出しなければならないこ

ととされています（改正法附則13⑦による読

替後の消法15の 2 ③）。また、上記に係る国税

庁長官の指定が令和 6 年12月31日までに行わ

れる場合には、その指定の効力は令和 7 年 4

月 1 日に生ずることとされています（改正法

附則13⑧）。

⑶　特定プラットフォーム事業者の指定の解除
　プラットフォーム課税は、納税主体を国外事
業者から特定プラットフォーム事業者に転換す
る仕組みであり、プラットフォーム事業者及び
国外事業者の双方の実務にも大きく影響するた
め、その適用が短期間でなくなったり、再度生
じたりすることのないよう、一定期間は継続し
て適用される仕組みが必要となります。そのた
め、国税庁長官の指定を受けた特定プラットフ
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ォーム事業者は、 3課税期間連続でプラットフ
ォーム課税の対象とされる対価の額が50億円
（税込み）以下である場合に限り、その最終課
税期間の申告書の提出期限までに指定解除の申
請書をその納税地を所轄する税務署長を経由し
て国税庁長官に提出できることとされています
（消法15の 2 ⑦、消規11の 5 ③）。ただし、適用
がなくなる場合においても、一定の準備が必要
であるため、この申請に基づいて国税庁長官が
指定を解除した場合には、国税庁長官が解除の
通知を発した日の翌日から同日以後 6月を経過
する日の属する月の末日までの間は、引き続き
当該事業者を特定プラットフォーム事業者とみ
なしてプラットフォーム課税を適用することと
されています（消法15の 2 ⑨）。また、特定プ
ラットフォーム事業者が、プラットフォーム課
税の対象となるデジタルプラットフォームに係
る事業の全てを廃止した場合には、その旨を記
載した届出書を、速やかに、その納税地を所轄
する税務署長を経由して国税庁長官に提出する
こととされています（消法15の 2 ⑩、消規11の
5 ④）。国税庁長官は、当該事業を廃止したと
認める場合、当該特定プラットフォーム事業者
の指定を解除することとなります（消法15の 2⑪）。
　その他、国税庁長官は特定プラットフォーム
事業者が、次の事実に該当すると認めるときは、
特定プラットフォーム事業者の指定を解除でき
ることとされています（消法15の 2 ⑪）。
・　消費税につき期限内申告書の提出がなかっ
た場合において、当該提出がなかったことに
ついて正当な理由がないと認められること
・　現に国税の滞納があり、かつ、その滞納額
の徴収が著しく困難であること
・　上記のほか、消費税の徴収の確保に支障が
あると認められること

⑷　合併等があった場合
　特定プラットフォーム事業者の事業について
組織再編による事業の承継等があった場合には、
その指定が自動的に引き継がれる仕組みが必要

です。このため、特定プラットフォーム事業者
のデジタルプラットフォームに係る事業を合併
若しくは分割により承継した合併法人若しくは
分割承継法人又は当該事業を譲り受けた事業者
（特定プラットフォーム事業者を除きます。以
下「合併法人等」といいます。）は、その合併
若しくは分割又は譲受けがあった日に特定プラ
ットフォーム事業者としての指定を受けたもの
とみなされます（消令29①）。また、上記の合
併等の事実を税務当局が把握し、公表等を行う
ため、合併法人等はその合併若しくは分割又は
譲受けの日後遅滞なく、その納税地を所轄する
税務署長を経由して国税庁長官に届け出なけれ
ばならないこととされています（消令29②、消
規11の 5 ①）。
　なお、分割や事業譲渡があった場合について、
元の特定プラットフォーム事業者がプラットフ
ォーム事業の一部を引き続き行うことも想定さ
れるため、元の特定プラットフォーム事業者の
指定については自動的に取り消されるわけでは
ありません。事業の全部廃止や金額要件（ 3課
税期間連続でプラットフォーム課税の対象とさ
れる対価の額が50億円以下）に該当する場合に、
申請等に基づいて指定の解除を受けることとな
ります。

⑸　特定プラットフォーム事業者の義務
　特定プラットフォーム事業者の指定を受けた
者は、消費者向け電気通信利用役務の提供に係
る国外事業者に対して、その認識の共有を図る
ため、プラットフォーム課税が適用されること
となる旨及び適用されることとなる年月日を速
やかに通知する義務が課されており（消法15の
2 ⑤）、特定プラットフォーム事業者の指定が
解除される場合についても同様に通知義務が課
されています（消法15の 2 ⑬）。
　また、特定プラットフォーム事業者について
は、事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用
を受けられないこととされているため（消法15
の 2 ⑭）、プラットフォーム課税が適用される
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課税期間については、本則課税で申告を行うこ
ととなります。その際、確定申告書においては
特にプラットフォーム課税対象か否かを区分し
て記載する必要はありませんが、別途、プラッ
トフォーム課税の適用を受ける対価の額及びそ
の明細を記載した明細書を添付することとされ
ています（消法15の 2 ⑮、消規11の 5 ⑤）。な
お、特定プラットフォーム事業者が適格請求書
発行事業者である場合には、プラットフォーム
課税の対象となる消費者向け電気通信利用役務
の提供について、特定プラットフォーム事業者
自身の登録番号を記載した適格請求書（インボ
イス）の交付義務が生じます（消費者向け電気
通信利用役務の提供については、通常、不特定
かつ多数の者に対して提供することが予定され
ているものであるため、適格簡易請求書（簡易
インボイス）が交付できる事業に該当します。）。

⑹　国外事業者における仕入税額控除
　プラットフォーム課税により、国外事業者は
その消費者向け電気通信利用役務の提供につい

て納税主体ではなくなりますが、当該役務の提
供に要した国内における課税仕入れがあった場
合、その課税仕入れに係る消費税額はその国外
事業者が負担したものであることには変わりが
ないため、仕入税額控除を行うことができるこ
ととされています。すなわち、国外事業者が仕
入税額控除の適用にあたり、個別対応方式（消
法30②一）を採用する場合には、当該消費者向
け電気通信利用役務の提供のための課税仕入れ
については、課税資産の譲渡等にのみ要する課
税仕入れとして仕入税額控除を適用する等の所
要の措置が設けられています（消令29③）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 6年 4月 1日に施行され
ており、令和 7年 4月 1日以後に国内において行
われる消費者向け電気通信利用役務の提供につい
て適用することとされています（改正法附則 1、
13⑥）。
（注）　指定制度に係る経過措置については、上記 2

⑵の注をご参照ください。

二　国外事業者に係る事業者免税点制度の特例の適用の見直し等

1 　特定期間における課税売上高による納
税義務の免除の特例の見直し

⑴　改正前の制度の概要
　その課税期間の基準期間（個人事業者につい
てはその年の前々年、法人についてはその事業
年度の前々事業年度をいいます。以下同じで
す。）における課税売上高が1,000万円以下の事
業者（適格請求書発行事業者を除きます。）に
ついては、そうした小規模事業者の事務負担に
配慮して、その課税期間中に国内において行っ
た課税資産の譲渡等につき、納税義務を免除す
る「事業者免税点制度」が設けられています
（消法 9①）。
　ただし、事業者の基準期間における課税売上
高が1,000万円以下であっても、特定期間（個

人事業者についてはその年の前年上半期、法人
についてはその事業年度の前事業年度上半期を
いいます。以下同じです。）における課税売上
高が1,000万円を超えるときは、納税義務は免
除しないこととされています（消法 9の 2①）。
　また、この特定期間における課税売上高の判
定は、その課税売上高に代替して、売上高と一
定の相関がある指標として、給与等の金額（居
住者に対する国内給与分：所得税法第231条第
1 項及び所得税法施行規則第100条第 1 項によ
り給与等について給与支払明細書の交付義務対
象となる金額）の合計額によることができるこ
ととされています（消法 9の 2③）。

⑵　改正の内容
　上記の給与等の金額による判定は、事業年度
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等の途中で売上げを把握していない小規模事業
者に配慮して、所得税法により給与支払明細書
の交付義務があり（所法231①）、かつ、源泉徴
収義務者は源泉所得税を毎月あるいは 6月ごと
に納付していることからその支払額を把握する
ことが一般に容易と考えられること等を踏まえ、
設けられているものです。
　他方で、国外事業者（所得税法第 2条第 1項
第 5号に規定する非居住者である個人事業者及
び法人税法第 2条第 4号に規定する外国法人を
いいます。以下同じです。）については、その
本拠は国外にあるため、国内における居住者へ
の給与等の金額で事業規模を測ることはできず、
本特例の適用に用いる指標として給与等を用い
ることは適当でないと考えられます。このため、
今般の改正では、国外事業者については、特定
期間における1,000万円の判定を給与等の金額
の合計額により行うことはできないこととされ
ました（消法 9 の 2 ③）。これにより、その課
税期間の初日において国外事業者に該当する事
業者については、特定期間における課税売上高
が1,000万円を超える場合には、給与等の金額
の合計額にかかわらず、納税義務は免除されな
いこととなります。

⑶　適用関係
　上記改正は、令和 6年10月 1 日以後に開始す
る個人事業者のその年又は法人のその事業年度
から適用され、同日前に開始した個人事業者の
その年又は法人のその事業年度については、な
お従前の例によることとされています（改正法
附則 1三ロ、13①）。

2 　外国法人が国内で事業を開始した場合
の事業者免税点制度の特例等の見直し

⑴　改正前の制度の概要
　法人が新たに設立された場合、その法人の設
立当初の 2年間は基準期間がないため、基準期
間における課税売上高の判定では免税事業者と
なりますが、その基準期間がない事業年度開始

の日において資本金の額又は出資の金額（以下
「資本金等」といいます。）が1,000万円以上で
ある法人（以下「新設法人」といいます。）又
は基準期間がない事業年度開始の日において資
本金等が1,000万円未満の法人であっても、一
定の大規模事業者等が設立した法人（以下「特
定新規設立法人」といいます。）については、
十分な事務処理能力を有すると考えられるため、
当該基準期間がない事業年度につき事業者免税
点制度を適用しないこととされています（消法
12の 2 ①、12の 3 ①）。

⑵　改正の内容
　上記のとおり、新設法人及び特定新規設立法
人（以下「新設法人等」といいます。）は基準
期間がない課税期間（設立当初の 2年間）であ
っても事業者免税点制度を適用しないこととさ
れていますが、外国法人（法人税法第 2条第 4
号に規定する外国法人をいいます。以下同じで
す。）については、設立された後、一定期間を
経過してから日本に進出することが一般的と考
えられます。そうした外国法人については、日
本に進出した直後の課税期間についても基準期
間を有することが一般的であるため、資本金等
により新設法人等に該当するかを判定せず、基
準期間の課税売上高により判定することとなり、
当該基準期間は日本に進出前であるため課税売
上げが生じていないことから、納税義務が免除
されることとなります。
　外国法人については、日本に進出する時点の
資本金等により事業者免税点制度の適用可否を
判定することが適当であると考えられることか
ら、基準期間がある外国法人が、当該基準期間
の末日の翌日以後に、国内において課税資産の
譲渡等に係る事業を開始した場合には、その事
業年度については基準期間がないものとみなし
て、新設法人に該当するかどうかの判定を行う
こととされ、その開始の日における資本金等が
1,000万円以上である場合には、その事業年度
に含まれる各課税期間については、事業者免税
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点制度を適用しないこととされました（消法12
の 2 ③）。

　また、特定新規設立法人の判定を行う課税期
間についても同様に、基準期間がある外国法人
が、当該基準期間の末日の翌日以後に、国内に
おいて課税資産の譲渡等に係る事業を開始した
場合には、その事業年度については基準期間が
ないものとみなして、特定新規設立法人に該当
するかどうかの判定を行うこととされました
（消法12の 3 ⑤）。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 6年10月 1 日以後に開始
する事業年度から適用されます（改正法附則 1
三ロ、13②）。

3 　特定新規設立法人の納税義務の免除の
特例の見直し

⑴　改正前の制度の概要
　その事業年度の基準期間がない法人で、その
事業年度開始の日における資本金等が1,000万
円未満の法人（以下「新規設立法人」といいま
す。）のうち、次の①及び②のいずれにも該当
する法人（特定新規設立法人）については、当
該特定新規設立法人の基準期間のない事業年度
に含まれる各課税期間における課税資産の譲渡
等について、納税義務は免除しないこととされ
ています（消法12の 3 ①）。
①　その基準期間がない事業年度開始の日にお

いて、他の者により当該新規設立法人の株式
等の50％超を直接又は間接に保有される場合
など、他の者により当該新規設立法人が支配
される一定の場合（以下「特定要件」といい
ます。）に該当すること
②　特定要件に該当するかどうかの判定の基礎
となった他の者及び当該他の者と一定の特殊
な関係にある法人のうちいずれかの者（以下
「判定対象者」といいます。）について、当該
新規設立法人の当該事業年度の基準期間に相
当する期間（以下「基準期間相当期間」とい
います。）において、国内における課税売上
高が 5億円を超えていること
　つまり、資本金1,000万円未満である新たに
設立された法人であっても、課税売上高 5億円
超の事業者が単独又はグループで支配する特定
新規設立法人については、設立当初の 2年間に
ついて、事業者免税点制度を適用しないことと
されています。

⑵　改正の内容
　新規設立法人を支配する法人が全世界で相当
規模の売上げを有し、十分な事務処理能力を有
する法人であっても、国内での課税売上高が 5
億円超に達していなければ一律に上記の特例の
対象外となっていましたが、今般の改正ではこ
れを見直し、上記②の要件のほか、判定対象者

日本進出外国法人

基準期間のある課税期間

設立 1期 設立 2期 日本進出 1期目 日本進出 2期目 日本進出 3期目・・・

・・・

基準期間のない課税期間（資本金判定）
⇒資本金判定を行っても、日本で事業を
行っていないため、申告納税義務なし

改正前：外国法人の日本進出後 2期間については、「基準期間の課税売上
　　　　高」は存在しないため、売上判定により自動的に免税事業者となる
改正後：日本進出後の 2期間は、資本金による判定を行うこととする

新設法人の納税義務の免除の特例
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の基準期間相当期間の全世界における総収入金
額（売上金額、収入金額その他の収益の額）の
合計額が50億円を超えていることが要件とされ
（消法12の 3 ①、消令25の 4 ②）、この改正によ
って、新規設立法人を支配する法人の国外にお
けるものを含めた総収入金額が50億円を超える
場合も、本特例の対象とされました。
（注 1）　上記 2 ⑵の改正により、その法人が新規

に設立された場合に加えて、外国法人が日

本で事業を開始した場合においても、基準

期間がない法人として本特例の適用の有無

を判定することとされています（消法12の

3 ⑤）。
（注 2）　総収入金額には、損益計算書上の売上高

以外にも、営業外収益、特別利益といった

全ての収益の額が含まれます。なお、国若

しくは地方公共団体が一般会計に係る業務

として行う事業又は外国若しくは外国の地

方公共団体が行う事業におけるものは総収

入金額による判定の対象外とされています。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 6年10月 1 日以後に開始
する事業年度から適用され、同日前に開始した
事業年度については、なお従前の例によること
とされています（改正法附則 1三ロ、13③）。

4 　簡易課税制度等の見直し

⑴　改正前の制度の概要
　中小事業者の事務負担に配慮する観点から、
その基準期間における課税売上高が5,000万円
以下である事業者に対しては、選択により、売
上げに係る消費税額を基礎として、その事業の
種類の区分に応じた一定のみなし仕入率を乗じ
ることで、仕入れに係る消費税額を算出するこ
とができる「簡易課税制度」が設けられていま
す（消法37）。
　また、令和 5年10月 1 日の適格請求書等保存
方式（インボイス制度）の施行に伴い、これま
で免税事業者であった小規模事業者がその施行

を契機に課税事業者となる場合の価格転嫁の困
難さや事務負担を一定期間にわたって緩和する
等の観点から、免税事業者が適格請求書発行事
業者の登録を受けて課税事業者となった場合に、
令和 5年10月 1 日から令和 8年 9月30日までの
日の属する各課税期間について、その納税額を
売上税額の 2 割とすることができる経過措置
（以下「 2割特例」といいます。）が設けられて
います（所得税法等の一部を改正する法律（平
成28年法律第15号。以下「28年改正法」といい
ます。）附則51の 2 ）。具体的には、仕入控除税
額を売上税額の 8割とみなして計算するもので
あり、計算方法及び納税額は、簡易課税制度に
おいて、みなし仕入率が80％である場合と同様
です。

⑵　改正の内容
　国外事業者については、日本で事業を開始す
る時点では基準期間における課税売上高が存在
しないため、事業者の規模によらず簡易課税制
度を適用することが可能ですが、国内に拠点が
ない国外事業者については、そもそも国内にお
ける課税仕入れ等が一般的に想定されないため、
事業区分毎に仕入率を一定とみなして仕入税額
控除を行うことは適切ではないと考えられます。
　そのため、今般の改正では、その課税期間の
初日において恒久的施設（所得税法第 2条第 1
項第 8号の 4又は法人税法第 2条第12号の19に
規定する恒久的施設をいいます。以下同じで
す。）を有しない国外事業者は、簡易課税制度
の適用を受けられないこととされました（消法
37①）。
　また、 2割特例は簡易課税制度と同様の方法
により仕入控除税額のみなし計算をする措置で
あるため、簡易課税制度の適用が制限される者
（課税期間の初日において恒久的施設を有しな
い国外事業者）については、 2割特例の適用も
受けられないこととされました（28年改正法附
則51の 2 ①）。
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⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 6年10月 1 日以後に開始
する課税期間から適用され、同日前に開始した
課税期間については、なお従前の例によること
とされています（改正法附則1三ロリ、13⑩、63）。

5 　適格請求書発行事業者以外の者から行
った課税仕入れに係る税額控除に関する
経過措置の見直し

⑴　改正前の制度の概要
　令和 5年10月 1 日に仕入税額控除の方式とし
て適格請求書等保存方式（インボイス制度）が
施行されました。適格請求書等保存方式の下で
は、適格請求書発行事業者以外の者から行う課
税仕入れについては、原則として仕入税額控除
制度の適用が認められないこととされています。
そのため、適格請求書等を交付することができ
ない免税事業者等との取引への影響を緩和し、
適格請求書等保存方式を円滑に実施する観点か
ら、免税事業者等から行う課税仕入れであって
も、令和 5年10月 1 日から令和 8年 9月30日ま
での間は仕入れに係る消費税額相当額の80％、
令和 8年10月 1 日から令和11年 9 月30日までの
間は50％の控除を認める経過措置が設けられて
います（28年改正法附則52、53）。

⑵　改正の内容
　本経過措置は、上記のとおり適格請求書等保
存方式の施行に伴い免税事業者等との取引への
影響を緩和するための措置であり、一般的に免
税事業者等との間で想定される取引規模をはる
かに超える規模の取引が関係会社（免税事業
者）等との間で行われ、本経過措置による仕入
税額控除が行われるとすれば、それは制度の予
定するところではないため、免税事業者との間
では想定され難い規模の取引について、本経過
措置の適用を制限することとされました。具体
的には、免税事業者等である一人又は一社から
の課税仕入れの合計額（税込価額）が個人事業
者のその年又は法人のその事業年度で10億円を
超える場合、その超えた部分の課税仕入れにつ
いては、本経過措置の適用を受けることができ
ないこととされました（28年改正法附則52、53）。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 6年10月 1 日以後に開始
する課税期間から適用され、同日前に開始した
課税期間については、なお従前の例によること
とされています（改正法附則 1三リ、63）。

三　金地金等の仕入れ等を行った場合の納税義務の免除の特例

1 　改正前の制度の概要

　消費税においては、中小事業者の事務負担に配
慮する観点から、その課税期間の基準期間におけ
る課税売上高が1,000万円以下である場合（適格
請求書発行事業者である場合を除きます。）には、
消費税の納税義務を免除する「事業者免税点制
度」（消法 9 ①本文）が設けられているほか、そ
の基準期間における課税売上高が5,000万円以下
である事業者に対しては、選択により、売上げに
係る消費税額を基礎として、仕入れに係る消費税
額を簡易な方法により計算できる「簡易課税制

度」（消法37）が設けられています。
　他方で、事業者免税点制度及び簡易課税制度の
恣意的な制度選択を通じた租税回避的な行為を防
ぐため、一定の高額な資産を仕入れて仕入税額控
除の適用を受けた場合には、その後の 2年間、事
業者免税点制度及び簡易課税制度の適用を受けら
れないこととする特例が設けられています。具体
的には、事業者が事業者免税点制度及び簡易課税
制度の適用を受けない課税期間中に、高額特定資
産（注）の課税仕入れ又は高額特定資産に該当す
る課税貨物の保税地域からの引取りを行った場合
には、当該高額特定資産の仕入れ等の日の属する
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課税期間の翌課税期間から当該高額特定資産の仕
入れ等の日の属する課税期間の初日以後 3年を経
過する日の属する課税期間までの各課税期間にお
いては、事業者免税点制度を適用できないことと
されています（消法12の ４ ）。
　また同様に、高額特定資産の仕入れ等を行った
場合には、当該高額特定資産の仕入れ等の日の属
する課税期間の初日から、同日以後 3年を経過す
る日の属する課税期間の初日の前日までの期間に
ついて、簡易課税制度選択届出書の提出が制限さ
れ、事業者が当該高額特定資産の仕入れ等を行っ
た課税期間中に既に簡易課税制度選択届出書を税
務署長に提出しているときは、その届出書の提出
はなかったものとみなすこととされています（消
法37③④）。
（注）　「高額特定資産」とは、棚卸資産又は調整対象

固定資産であって、当該資産の課税仕入れに係

る支払対価の額の110分の100（軽減対象課税資

産の譲渡等に係るものである場合には、108分の

100）に相当する金額、当該資産に係る特定課税

仕入れに係る支払対価の額又は保税地域から引

き取られる当該資産の課税標準である金額、す

なわち税抜価額が、一の取引の単位（通常一組

又は一式をもって取引の単位とされるものにあ

っては、一組又は一式）につき、1,000万円以上

のものをいいます。

2 　改正の内容

　高額特定資産は、一の取引の単位の税抜き金額
で判定することとされていますが、金地金等の取
引による本特例の恣意的な潜脱を防止するため、
その課税期間中の金地金等の仕入れ等の税抜きの
合計額が200万円以上である場合について、高額
特定資産を取得した場合と同じく、事業者免税点
制度の適用及び簡易課税制度選択届出書の提出を
制限する改正が以下⑴、⑵のとおり行われました。
本特例における「金地金等」とは次のとおりであ
り、金地金等の国内における課税仕入れ及び金地
金等に該当する課税貨物の保税地域からの引取り

（以下「金地金等の仕入れ等」といいます。）が、
金額判定の対象となります。
・　金又は白金の地金
・　金貨又は白金貨
・　金製品又は白金製品
　ただし、金製品又は白金製品については、この
改正が高額特定資産に係る特例の恣意的な潜脱を
防止するための措置であることに鑑み、金又は白
金の重量当たりの単価に重量を乗じて得た価額に
より取引されるものに限るものとされていますが、
金製品又は白金製品の仕入れ等を行った事業者に
おいて、その製造する製品の原材料として使用さ
れることが当該事業者の事業の実態などから明ら
かなものは除くこととされています（消規11の ３ ）。

⑴　金地金等の仕入れ等を行った場合の事業者免
税点制度の適用の見直し
　事業者が、事業者免税点制度及び簡易課税制
度の適用を受けない課税期間中に金地金等の仕
入れ等を行った場合において、その税抜きの合
計額が200万円以上であるときは、当該金地金
等の仕入れ等を行った課税期間の翌課税期間か
ら当該金地金等の仕入れ等を行った課税期間の
初日以後 3年を経過する日の属する課税期間ま
での各課税期間においては、事業者免税点制度
を適用できないこととされました（消法12の 4③）。
（注 1）　200万円の判定について、判定対象となる

課税期間が 1 年に満たない場合には、当該

課税期間の月数で除し、これに12を乗じて

計算します。また、月数は、暦に従って計

算し、 1 月に満たない端数があるときは、

切り捨てます。
（注 2）　特例申告により課税貨物を保税地域から

引き取った場合には、特例申告書を提出し

た日等の属する課税期間において仕入税額

控除を行うため、保税地域から物理的に引

き取った日の属する課税期間と異なる場合

があり、政令において所要の措置が設けら

れています（消法12の 4 ④、消令25の 6 ②）。
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⑵　金地金等の仕入れ等を行った場合の簡易課税
制度の適用の見直し
　事業者が、事業者免税点制度及び簡易課税制
度の適用を受けない課税期間中に金地金等の仕
入れ等を行った場合において、その税抜きの合
計額が200万円以上であるときは、当該金地金
等の仕入れ等を行った課税期間の初日から同日
以後 3年を経過する日の属する課税期間の初日
の前日までの期間について、簡易課税制度選択
届出書の提出が制限されることとされました
（消法37③五）。また、事業者が当該金地金等の

仕入れ等を行った課税期間中に既に簡易課税制
度選択届出書を税務署長に提出しているときは、
その届出書の提出はなかったものとみなすこと
とされました（消法37④）。

3 　適用関係

　上記の改正は、施行日（令和 6年 4月 1日）以
後に事業者が行う金地金等の課税仕入れ及び金地
金等に該当する課税貨物の保税地域からの引取り
について適用されます（改正法附則13④）。

四　新たな公益信託制度の創設に伴う見直し

1 　改正前の制度の概要

　信託とは、委託者が信託行為により受託者に対
して財産を移転し、受託者は委託者が設定した信
託目的に従って受益者のためにその財産を管理又
は処分その他の目的の達成のために必要な行為を
する仕組みであるため、現実に信託財産を所有し、
その運用等を行っている取引行為者である受託者
に、その行為は帰属することとなります。しかし、
信託財産の運用等における納税義務者については、
信託の態様に応じて法人税等の取扱いに合わせる
等の観点から、消費税法においては、信託財産に
係る資産の譲渡等及び課税仕入れ等の帰属につい
て特別の定めが置かれています。現在の信託に係
る税制度は、平成19年度税制改正において整備さ
れたものですが、その概要は次のとおりです。

⑴　受益者等課税信託（本文信託）
　下記⑵⑶に該当するものを除き、信託の受益
者（受益者としての権利を現に有するものに限
ります。）は当該信託の信託財産に属する資産
を有するものとみなし、かつ、当該信託財産に
係る資産の譲渡等、課税仕入れ及び課税貨物の
保税地域からの引取り（以下「資産等取引」と
いいます。）は当該受益者の資産等取引とみな
して、消費税法の規定を適用することとされて

います（消法14①本文）。

⑵　集団投資信託等（ただし書信託）
　集団投資信託（法法 2 二十九）、法人課税信
託（法法 2 二十九の二）、退職年金等信託（法
法12④一）又は特定公益信託等（法法12④二）
については、その信託財産の実質的な帰属者で
ある受益者ではなく、現実に信託財産を所有し、
取引行為者としてその運用等を行っている受託
者が、現実の取引のままに、当該信託財産に属
する資産を有し、当該信託財産に係る資産等取
引を行ったものとされるため、課税資産の譲渡
等が行われた場合には、当該受託者が納税義務
を負うこととされています（消法14①ただし書）。
（注 １）　集団投資信託、退職年金等信託及び特定

公益信託等については、所得税及び法人税

においては信託収益が受益者に分配された

段階で課税関係が整理されますが（分配時

課税）、消費税においては個々の取引等を課

税対象とするものであり、このような課税

の仕組みは採り得ませんので、課税資産の

譲渡等がある場合には受託者における取引

段階で課税することとされています。
（注 ２）　法人課税信託とは、法人税法上、受益権

を表示する証券を発行する旨の定めのある

信託、受益者等が存しない信託、法人を委
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託者とする信託で一定のもの、投資信託及

び特定目的信託がその対象とされています。

なお、特定公益信託は「受益者等が存しな

い信託」に該当しますが、特定公益信託等

は法人課税信託には該当しないこととされ

ており（法法 ２ 二十九の二）、また、特定公

益信託以外の公益信託についても、法人課

税信託には該当しないものとされています

（消法附則19の ２ ）。

　なお、法人課税信託の受託者は、各法人課税
信託の信託資産等（信託財産に属する資産及び
当該信託財産に係る資産等取引をいいます。以
下同じです。）及び固有資産等（信託資産等以
外の資産及び資産等取引をいいます。以下同じ
です。）ごとに、それぞれ別の者とみなして、
消費税法の規定を適用することとされており
（消法15①）、また、各法人課税信託の信託資産
等及び固有資産等は、こうしてみなされた各別
の者にそれぞれ帰属するものとされています
（消法15②）。このため、例えば、信託銀行が受
託者である場合には、銀行業務や信託報酬を対
価とする事業等を行う固有事業に係る分（固有
資産等）と各法人課税信託の運用等に係るそれ
ぞれの信託事業分（信託資産等）ごとに、それ
ぞれ別の者が行ったものとして申告納税を行う
こととなります。
　また、事業者免税点制度や簡易課税制度等の
適用の可否については、事務処理能力を図る基
準として課税売上高等の金額を用いることとさ
れていますが、法人課税信託については、申告
自体は分かれていたとしても、固有事業者（信
託銀行等）と同一の主体が信託事業分について
も申告事務を行うこととなるため、固有事業に
係る分と信託事業分の金額を合算して、その適
用の可否の判定を行うこととされています（消
法15④～⑧、消令27①②、28①②④）。

⑶　特定公益信託以外の公益信託
　公益信託ニ関スル法律（大正11年法律第62
号）第 １条において、公益信託とは、受益者の
定めのない信託のうち学術、技芸、慈善、祭祀、
宗教その他公益を目的とするものであって、主
務官庁の許可を受けたものをいうこととされて
います。平成18年の旧信託法の全面的な見直し
の際、公益信託については、既に進行していた
公益法人制度の見直しの動向を踏まえる必要が
あるとされたことにより、実質的な改正は行わ
れませんでした。
（注）　公益信託については、信託法案及び信託法

の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

案附帯決議・五（衆議院・参議院）において

「公益信託制度については、公益法人と社会的

に同様の機能を営むものであることにかんが

み、先行して行われた公益法人制度改革の趣

旨を踏まえつつ、公益法人制度と整合性のと

れた制度とする観点から、遅滞なく、所要の

見直しを行うこと。」とされていました。

　このため、平成19年度税制改正においては、
消費税法の附則において平成19年度税制改正前
の公益信託と同様の取扱いとなるよう規定を設
け、当面の間の措置として、従前と同様の委託
者課税とする取扱いを継続することとされまし
た。具体的には、公益信託（特定公益信託を除
きます。）の委託者又はその相続人その他の一
般承継人（以下「委託者等」といいます。）は
当該公益信託の信託財産に属する資産及び負債
を有するものとみなし、かつ、当該信託財産に
帰せられる収益及び費用は当該委託者等の収益
及び費用とみなして、消費税法の規定を適用す
ることとされています（消法附則19の 2 ①）。
また、上記⑵（注 2）のとおり、公益信託は法
人課税信託には該当しないものとされています
（消法附則19の 2 ②）。
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〇改正前の各種信託の課税関係

委託者 受託者 受益者
信託財産を移転

委託者の指示する目的に沿って
財産の管理・処分を行う

利益を交付

法律上の名義人

委託者課税
（消法附則19条の 2）

受託者課税
（消法14条①ただし書）

受益者課税
（消法14条①本文）

公益信託

集団投資信託
退職年金等信託
特定公益信託等

左記以外の信託信託事業と固有事業とを区分して
申告・納付（消法15条）

法人課税信託

2 　改正の内容

　企業や国民が公益的活動を展開していく手段と
して公益信託を広く活用できるようにするとの観
点から、公益信託の引受けの許可及びこれに対す
る監督を主務官庁の裁量により行うこととしてい
た公益信託に関する制度を改め、公益信託の認可
及びこれに対する監督を公益認定等委員会等の関
与の下で内閣総理大臣又は都道府県知事が行う制
度を創設する等の措置を講ずるための「公益信託
に関する法律」が令和 ６年 ５月14日に衆議院にお
いて可決・成立し、同月22日に法律第30号として
公布されています。
　なお、公益信託に関する法律の施行期日は、原
則として、同法の公布の日（令和 ６年 ５月22日）
から起算して ２年を超えない範囲内において政令
で定める日とされています。
　これにより、新たな公益信託制度においては、
公益信託の認可・監督の仕組みを公益法人制度と
整合的にすることに加え、信託事務及び信託財産
の範囲が実質的に拡充され、美術館の運営等の事
業型の信託事務も行うことができるようになると
ともに、受託者の範囲も拡大することとされました。

　これらに対する税制上の対応として、各税目に
おいて見直しが行われ、消費税については、公益
信託制度の見直しにより美術館の運営等の事業型
の信託事務が行えるようになり、新たに課税の対
象となる取引を行うことが想定されるようになっ
たことを踏まえ、次の見直しが行われました。

⑴　受託者課税への見直し
　公益信託に関する信託財産に係る資産の譲渡
等及び課税仕入れ等の帰属について、委託者課
税から受託者課税に見直すこと（特定公益信託
については、引き続き受託者課税）とされまし
た（消法14①ただし書）。

⑵　申告単位の見直し
　公益信託は受託者課税となりますが、公益信
託毎に下記⑶の措置の適用を行う必要があるた
め、各公益信託の信託資産等及び固有資産等ご
とに、それぞれ別の者とみなして、消費税法の
規定を適用することとされました。具体的には、
現行の法人課税信託と同様の扱いとすることと
され、法人課税信託及び公益信託を合わせて
「法人課税信託等」と定義した上で、消費税法
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第15条の各規定を適用することとされました
（消法15①）。
　なお、これにより、受託者の固有資産等とは
区別して公益信託単位で納税義務が生じること
となりますが、課税事業者でない場合や、消費
税の課税事業者であっても課税資産の譲渡等及
び特定課税仕入れがなく、消費税の納税額が生
じない場合には確定申告義務はありません（消
法 ９①、消法45①ただし書）。

⑶　特定収入がある場合の仕入控除税額の調整措
置の適用
　国、地方公共団体、公共法人等（消法別表 3
に掲げる法人）及び人格のない社団等（以下
「国等」といいます。）は、恒常的に税金、補助
金、会費、寄附金等の対価性のない収入（以下
「特定収入」といいます。）を得て運営されてい
ますが、このような特定収入によって賄われる
課税仕入れは課税売上げのコストを構成しない、
言い換えれば、特定収入によって賄われる課税
仕入れは最終消費的な性格を持つものであり、
特定収入はその費用の分担の側面に過ぎないと
考えられます。そこで、国等における課税仕入
れ等の税額（消法30②）の計算に当たっては、
特定収入がある場合の仕入控除税額の調整措置
（特定収入により賄われる課税仕入れ等の税額
として算出した金額を課税仕入れ等の税額の合
計額から控除することで仕入税額控除を制限す
る措置）が設けられています（消法60④）。
　公益信託については、前述のとおり新たに消
費税の課税の対象となる事業を行うことが想定

され、また、消費税法別表第 3に掲げる公益社
団法人や公益財団法人と同様、恒常的に特定収
入を受け入れることも想定されるため、今般の
見直しに併せて、特定収入がある場合の仕入控
除税額の調整措置の対象に位置付けることとさ
れました（消法60④）。

⑷　その他の見直し
　特定新規設立法人の納税義務の免除の特例の
見直し（上記二 3参照）、金地金等の仕入れ等
を行った場合の納税義務の免除の特例の見直し
（上記三参照）により、これらの特例による事
業者免税点制度の適用の判定においても、固有
事業に係る分と信託事業分の金額を合算して判
定を行うこととなるため、所要の整備が行われ
ています（消令27⑥⑦）。

3 　適用関係

　上記の改正は、公益信託に関する法律（令和 6
年法律第30号）の施行の日以後に効力が生ずる公
益信託（移行認可を受けた信託を含みます。）に
ついて適用し、同日前に効力が生じた公益信託に
関する法律による改正前の公益信託ニ関スル法律
第 1条に規定する公益信託（移行認可を受けたも
のを除きます。）については、なお従前の例によ
ることとされています（改正法附則 1九ニ、13⑤）。
（注）　公益信託に関する法律の施行の日は、法律の

公布日（令和 ６ 年 ５ 月22日）から起算して ２ 年

を超えない範囲内において政令で定める日とさ

れています（公益信託に関する法律附則 １）。

五　その他の改正

1 　免税購入物品に係る課税仕入れについ
ての仕入税額控除の制限

⑴　改正の背景
　輸出物品販売場を経営する事業者が、外国人
旅行者等の免税購入対象者に対して、当該免税

購入対象者がその出国の際に国外に持ち出す一
定の物品を所定の手続により譲渡した場合には、
その実質は輸出取引と変わることがないと考え
られるため、輸出取引と同様に消費税が免除さ
れています（以下「輸出物品販売場制度」とい
います。）（消法 8①）。
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　輸出物品販売場制度は購入した物品を国外へ
持ち出すことを前提とした仕組みであるため、
免税購入物品について国内で横流しが行われる
場合など、免税購入物品が持ち出されない場合
には、免除された消費税額に相当する消費税を
直ちに徴収（以下「即時徴収」といいます。）
することとされています（消法 8 ③⑤⑥）。ま
た、事業者が国内において行う課税仕入れにつ
いては、課税仕入れの定義上、免税取引による
仕入れは対象外とされています（消法 2 ①十
二）が、免税購入物品が横流しされた先におい
て国内の他の事業者が仕入れる場面においては、
（消費税法 8 条に基づく免税取引そのものでは
ないため）その物品が免税品であるにもかかわ
らず、国内における課税仕入れとして、仕入税
額控除制度の対象とされていました。

⑵　改正の内容
　こうしたことから、令和 6年度税制改正では、
課税仕入れに係る資産が輸出物品販売場制度に
より消費税が免除されたものであることを、そ
の課税仕入れを行う事業者が課税仕入れの時点
で知っていた場合には、その仕入税額控除の適
用を認めないこととされました（消法30⑫）。
　免税購入物品であることを課税仕入れの時点
で知っていたという事実は、例えば、横流しを
行った者と買取業者とのやり取りの履歴等の明
白な事実により認定することが想定されますが、
そのような明白な事実がない場合であっても、
買取時の本人確認、買い受けた資産の数量及び
頻度などの購入した物品の仕入れに係る事実関
係を総合的に勘案し、認定することになると考
えられます。
（注）　輸出物品販売場制度については、足下で多

額・多量の免税購入物品が国外に持ち出され

ず国内での横流しが疑われる事例が多発して

おり、また、出国時に免税購入物品を所持し

ていない旅行者を捕捉し即時徴収を行っても、

その多くが滞納となり、本制度の不正利用が

看過できない状況となっています。こうした

状況を踏まえ、令和 6 年度の税制改正の大綱

（令和 ５ 年12月22日閣議決定）においては「外

国人旅行者向け免税制度については、制度が

不正に利用されている現状を踏まえ、免税販

売の要件として、新たに政府の免税販売管理

システムを通じて取得した税関確認情報（仮

称）の保存を求めることとし、外国人旅行者

の利便性の向上や免税店の事務負担の軽減に

十分配慮しつつ、空港等での混雑防止の確保

を前提として、令和 ７ 年度税制改正において、

制度の詳細について結論を得る。」とされてい

ます。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 6年 4月 1日以後に国内
において事業者が行う課税仕入れについて適用
し、同日前に国内において事業者が行った課税
仕入れについては、なお従前の例によることと
されています（改正法附則 1、13⑨）。

2 　特例輸入者による特例申告の納期限延
長担保に係る見直し

⑴　改正前の制度の概要
　関税法においては、国際物流におけるセキュ
リティ確保と円滑化の両立を図り、我が国の国
際競争力を確保することを目的とした、貨物の
セキュリティ管理と法令遵守（コンプライアン
ス）の体制が整備された事業者に対する税関手
続の緩和・簡素化策を提供する制度（AEO制
度）が設けられています。この貨物のセキュリ
ティ管理とコンプライアンスの体制が整備され
た者として、あらかじめいずれかの税関長の承
認を受けた輸入者等は、輸入の許可を受けた貨
物について、納税申告を後日まとめて行う特例
申告が可能とされています（関税法 7 の 2）。
また、特例申告は、特例輸入者（あらかじめ税
関長から承認を受けた者）又は特例委託輸入者
（あらかじめ税関長の認定を受けた者（認定通
関業者）に貨物の輸入に係る通関手続を委託し
た者）が行うことができることとされています
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が、これらの者が提出期限内に特例申告書を提
出した場合において、当該期限までに当該特例
申告に係る関税の納期限の延長を受けたい旨の
申請書（以下「納期限延長申請書」といいま
す。）を税関長に提出し、当該申告書に記載さ
れた関税額の全部又は一部に相当する額の担保
を提供したときは、当該税関長は、当該関税額
が当該担保の額を超えない範囲内で、 2月以内
に限り納期限を延長することができることとさ
れています（旧関税法 9の 2③）。
　課税貨物に関する消費税の申告・納付につい
ては、関税と併せて行うこととされているため、
消費税の申告についても後日まとめて行うこと
ができることとされている（消法47③）ほか、
これにあわせて、特例申告書をその提出期限内
に税関長に提出した場合において、当該期限ま
でに納期限延長申請書を当該税関長に提出し、
当該申告書に記載された消費税額の全部又は一
部に相当する担保を提供したときは、関税の扱
いと同様に、当該税関長は 2月以内に限り、当
該担保の額に相当する消費税の納期限を延長す
ることができることとされています（旧消法51③）。

⑵　改正の内容
　令和 6年度の関税法の改正において、輸入コ
ストの低減を図りAEO制度の利用を拡大させ
ることを目的として、特例輸入者が特例申告に
係る関税の納期限延長の申請を行う際に必要と
されていた担保の提供について、税関長が関税
の保全のために必要があると認める場合にのみ
命ずることができることとされたことに伴い
（関税法 9の 2③）、消費税においても同様に、
税関長が消費税の保全のために必要があると認
める場合にのみ担保の提供を命ずることができ
ることとされ（消法51③）、その納期限の延長
を申請する場合の担保の提供については、原則
不要とされました。
（参考）　特例委託輸入者については、特例輸入者

とは異なり、業務遂行能力等について税関

の審査を経ておらず、あくまで認定通関業

者に通関手続を委託した一般の輸入者であ

ることから、今般の関税法の改正において

納期限延長に係る担保要件の見直しの対象

とされなかったことを踏まえ、消費税にお

いても見直しの対象とはされていません。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 6年10月 1 日以後に特例
輸入者が特例申告書に記載した消費税額の納期
限に関し延長を受けたい旨の申請書を提出する
場合について適用することとされています（改
正法附則 1三ロ、13⑪）。

3 　更正の請求に基づく消費税受還付犯の
罰則の見直し

⑴　改正前の制度の概要
　消費税は、「売上税額」から「仕入税額」を
差し引いて税額を計算する税であり、「売上税
額」が「仕入税額」を上回る場合には、その差
額について納付する義務が生じます。この納付
すべき税額がある場合に、偽りその他不正の行
為により消費税を免れた者については、10年以
下の懲役若しくは1,000万円以下の罰金に処し、
又は、これを併科することとされています（ほ
脱犯：消法64①一）。
　また、「仕入税額」が「売上税額」を上回る
場合には、その差額について申告により還付を
受けることができますが、偽りその他不正の行
為により消費税の還付を受けた者についても同
様に、10年以下の懲役若しくは1,000万円以下
の罰金に処し、又は、これを併科することとさ
れています（受還付犯：消法64①二）。なお、
受還付犯については、虚偽の還付申告に基づく
不正還付の未然防止の観点から、特に、その未
遂犯についても罰することとされています（消
法64②）。
　この受還付犯の対象は、確定申告書を提出す
ることにより控除対象仕入税額の控除不足額の
還付（消法52①）又は中間納付額の控除不足額
の還付（消法53①）を受けた者に限定されてい
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ます。

⑵　改正の内容
　消費税法上、確定申告書ではなく虚偽の更正
の請求書を提出することにより消費税の還付を
受けた者は、消費税法上の受還付犯には該当し
ていませんでしたが、虚偽の更正の請求に基づ
く更正による不正受還付は、確定申告書の提出
による不正行為（受還付）との間に実質的な違
いはないことから、虚偽の更正の請求に基づく
受還付犯について、消費税の罰則の対象に追加
することとされました。
　具体的には、受還付犯の対象に、偽りその他
不正の行為により、更正の請求に基づく更正に
より還付を受けた場合を追加することとされま
した（消法64①二）。また、受還付未遂犯の対
象についても、更正の請求書の提出に基づく場
合を追加することとされました。

⑶　適用関係
　上記改正は、改正法の公布の日（令和 6年 3
月30日）から起算して10日を経過した日（令和
6年 4月 9日）から適用されています（改正法
附則 1一）。

4 　外国公館等に対する課税資産の譲渡等
に係る免税制度の電子化

⑴　改正前の制度の概要
　国税庁長官の指定を受けた事業者が、本邦に
ある外国の大使館、公使館、領事館その他これ
らに類する機関（大使館等）又は本邦に派遣さ
れた外国の大使、公使、領事その他これらに準
ずる者（大使等）に対し、課税資産の譲渡等を
行った場合において、当該大使館等又は大使等
（以下「外国公館等」といいます。）が、外交、
領事その他の任務を遂行するために必要なもの
として、外務省の発行する証明書を提示し、か
つ、資産又は役務の内容等を記載した書類（以
下「免税購入表」といいます。）を提出して課

税資産の譲渡等を受ける場合には、当該課税資
産の譲渡等については、消費税が免除されます
（措法86①、措令45の 4 ①、措規36の ２ ①②）。
　なお、この免税措置の適用を受ける事業者
（以下「免税指定店舗」といいます。）は、外国
公館等が提出した免税購入表を整理し、これを
確定申告期限後 7年間、納税地又は当該課税資
産の譲渡等に係る事務所等に保存することとさ
れています（措法86②、措令45の 4 ②）。

⑵　改正の内容
　今般、外国公館等に対する課税資産の譲渡等
に係る免税制度の利便性向上や事務負担軽減の
観点から、手続の電子化が図られました。具体
的には、外国公館等による所定の証明書の提示
については、外務省が整備及び管理をする情報
システムによる当該証明書に係る情報の提供を
もって代えることができることとされ、外国公
館等による免税購入表の提出については、当該
免税購入表に記載すべき事項に係る電磁的記録
の提供をもって代えることができることとされ
ました（措令45の 4 ②）。これにより、外国公
館等は、外務省の提供するスマートフォン用ア
プリを用いて、必要な情報が記録された二次元
コードを提示することで、その情報が提供でき
ることとなります。
　また、免税指定店舗が免税措置の適用を受け
る適用要件として保存する書類に当該書類に記
載すべき事項に係る電磁的記録を含むものとさ
れました（措法86②、措令45の 4 ③）。なお、
免税指定店舗が保存する電磁的記録の保存方法
については、電子計算機を使用して作成する国
税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法
律施行規則（平成10年大蔵省令第43号）第 4条
第 1項各号に掲げる措置のいずれかを行い、同
項に規定する要件に準ずる要件に従って保存す
ることとされ（措規36の 2 ③）、その電磁的記
録を出力することにより作成した書面による保
存も認められています（措規36の 2 ④）。
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⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 6年 4月 1日から施行さ
れています（改正法附則 1）。
（注）　上記改正に対応するため、令和 6 年 7 月 1

日現在において、外務省においてシステムを

開発中であり、今後詳細が公表される予定です。

5 　漁港水面施設運営権の調整対象固定資
産の範囲への追加等

⑴　改正前の制度の概要
　課税事業者が行った課税仕入れのうち、一定
の固定資産に係るものについては、その固定資
産が長期にわたって使用されることから仕入れ
時の現況で仕入控除税額を確定することが適当
でない場合があることを考慮し、①課税売上割
合が著しく変動した場合（消法33）、②固定資
産を課税業務用から非課税業務用に転用した場
合（消法34）、③固定資産を非課税業務用から
課税業務用に転用した場合（消法35）には、一
定の方法によりそれ以後の課税期間において仕
入控除税額を調整することとされています。こ
のような調整の対象となる資産を「調整対象固
定資産」といいますが、具体的には棚卸資産以
外の資産で、建物、構築物、機械及び装置等の
ほか鉱業権その他の無形固定資産が該当します
（消法 2①十六、消令 5）。

⑵　改正の内容
　今般、漁港及び漁場の整備等に関する法律
（昭和25年法律第137号。以下「漁港漁場整備
法」といいます。）が改正され、漁港の活用を
促進し、漁業地域の所得と雇用機会の確保を図
るため、「漁港水面施設運営権」が創設されま
した。漁港水面施設運営権とは、漁港の区域内
の一定の水域における水面固有の資源を利用す
る漁港施設等活用事業を実施するために、当該
水面の占用をして必要な施設を設置し、運営す
る権利をいい、その存続期間は10年以内とされ
ています（漁港漁場整備法 4の 3、57①）。

　この漁港水面施設運営権は、漁港漁場整備法
により物権とみなされ（漁港漁場整備法53）、
また、譲渡等の目的となることができる（漁港
漁場整備法54）ことから、鉱業権等の無形固定
資産と同様に調整対象固定資産の範囲に加える
（消令 5 八ヲ）ほか、この権利が漁港の区域内
の一定の水域から発生するものであることを考
慮し、この権利の譲渡等が国内で行われたかど
うかは、その権利に係る漁港の所在地により判
定することとされました（消令 6①六）。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 6年 4月 1日から適用さ
れています（改正消令附則 1）。

6 　身体障害者用物品の指定

⑴　改正前の制度の概要
　消費税においては、身体障害者の使用に供す
るための特殊な性状、構造又は機能を有する一
定の身体障害者用物品の譲渡、貸付け等が非課
税とされています（消法別表 2十）。
　非課税となる身体障害者用物品とは、具体的
に義肢、視覚障害者安全つえ、義眼、点字器、
人工喉頭、車椅子その他の物品で身体障害者の
使用に供するための特殊な性状、構造又は機能
を有する物品として内閣総理大臣及び厚生労働
大臣が財務大臣と協議して指定するものをいい、
50品目が厚生労働省の告示により指定されてい
ます（消令14の 4、平成 3年厚生省告示第130号）。

⑵　改正の内容
　今般の改正では、非課税物品として指定され
ている「装具」、「座位保持装置」、「補聴器」、
「歩行器」について定義の見直しが行われたほ
か、「座位保持装置」について製品分類名称を
「姿勢保持装置」に改めるとともに、既に非課
税物品に指定されている物品で個別製品名が掲
げられているものについて、バージョンアップ
等に伴う所要の改正が行われています。
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⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 6年 4月 1日から適用さ
れています（令和 6年内閣府・厚生労働省告示
第 2号）。

7 　消費税に係る帳簿の記載事項の見直し
等

⑴　仕入税額控除に係る帳簿の記載事項の見直し
　適格請求書等の交付を受けることが困難であ
る場合の一定の取引について、帳簿のみの保存
により仕入税額控除制度の適用を受ける場合は、
帳簿に対象となる取引が帳簿のみの保存で仕入
税額控除が認められる仕入れ（困難事由）のい
ずれかに該当する旨及び課税仕入れの相手方の
住所等を記載しなければならないこととされて
います（消令49①一）。ただし、国税庁長官が
指定する者、すなわち公共交通機関特例（消令
70の 9 ②一イ～ニ）、郵便ポストに差し出され
て行われる郵便の役務又は貨物の運送（消規26
の 6 二）、古物商等特例（消令49①一ハ）のう
ち一定の取引、従業員等に支給する通常必要と
認められる出張旅費等特例（消規15の 4 二・
三）に係るものについては、帳簿へ課税仕入れ
の相手方の住所等の記載は不要とされています
（令和 5年国税庁告示第26号）。
　今般、事業者における事務負担等を踏まえ、
帳簿へ相手方の住所等の記載が不要とされるも
のの範囲に、自動販売機及び自動サービス機に
よる課税仕入れでその税込価額が 3万円未満の
もの並びに使用の際に証票が回収される課税仕
入れでその税込価額が 3万円未満のものが追加
されました（令和5年国税庁告示第26号②一・五）。

⑵　簡易課税適用者が税抜経理方式を採用する場
合における経理処理方法の見直し等
　簡易課税制度又は適格請求書発行事業者とな
る小規模事業者に係る税額控除に関する経過措
置（いわゆる 2割特例）を適用する事業者が、
令和 5年10月 1 日以後に国内において行う課税
仕入れにつき税抜経理方式を適用した場合の仮
払消費税等として計上する金額について、継続
適用を条件として当該課税仕入れに係る支払対
価の額に110分の10（軽減対象課税資産の譲渡
等に係るものである場合には、108分の 8）を
乗じた金額とすることが認められることが明確
化されました（平成元年 ３月 １日付直法 ２－ １
「消費税法等の施行に伴う法人税の取扱いにつ
いて」（法令解釈通達） １の ２等）。
　また、税抜経理方式を適用する場合の適格請
求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れ
に係る税額控除に関する経過措置（28年改正法
附則52①、53①）の適用を受ける課税仕入れに
ついて、段階的にシステムの改修を行うことの
事務負担に配慮する観点から、本経過措置期間
終了後の原則となる取扱いを先取りして、仮払
消費税等の額がないものとして経理できること
も明確化されています（令和 ３年 ２月 ９日付課
法 ２ － ６「『消費税法等の施行に伴う法人税の
取扱いについて』の一部改正について」（法令
解釈通達）経過的取扱い⑶等）。

⑶　適用関係
　上記⑴の改正は、令和 6年 4月 1日から適用
されています（令和 6年国税庁告示第10号）が、
令和 5年10月 1 日から令和 6年 3月31日までに
行われた課税仕入れについても、運用上、帳簿
へ課税仕入れの相手方の住所等の記載を求めな
いこととされています。
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